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は じ め に

本計画は、下白久地区の喫緊の課題である土砂災害への対応に注目し、住民

自らの意思で「平常時」から「避難時」の各場面における具体的行動計画を策

定し、共助の精神を以ってこれを実践することにより、土砂災害から尊い人命

を守ることをめざす。

Ⅰ 平時から進めておくべきこと

１．区および町会として進めておくべきこと

（１）土砂災害からの逃げ地図の周知

豆早原区、橋場区、原区（以下、各区という。）の単位で、作成した「土

砂災害からの逃げ地図」を広く住民に周知しておくこと。

（２）土砂災害避難訓練の実施

下白久町会（以下、町会という。）は、各区と連携して実施する防災訓

練時に土砂災害を想定した避難訓練を盛り込むこと。

（３）避難行動要支援者などの避難方法の確認

各区は、作成した「土砂災害からの逃げ地図」を活用して避難行動要

支援者およびふれあいコール対象者と、その避難方法を確認しておくこ

と。

（４）大雨時緊急避難場所の指定

町会は、秩父市が緊急避難場所として指定している荒川農村環境改善

センターへ直ちに避難することが困難な場合を想定し、各区と連携して

以下の建物を大雨時の緊急避難場所として指定し、緊急事態に備えるこ

と。

・原区農村センター

・橋場区農村センター

・谷津川館

・民宿しらかわ

１
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２ 住民として確認しておくべきこと

下白久地区に暮らす住民は、平時から以下のことについて認識しておく

こと。

・町会が指定した大雨時の緊急避難場所までの避難経路

・町会が作成した「土砂災害からの逃げ地図」の情報

・秩父市が作成した「土砂災害ハザードマップ」の情報

Ⅱ 避難準備・高齢者等避難開始情報発令時の行動

大雨警報の発表に伴い、秩父市から避難準備・高齢者等避難開始情報が発

令された時には、速やかに次の行動を開始すること。

１．各区および町会が取るべき行動

（１）町会指定の大雨時緊急避難場所の開設

各区は、町会指定の大雨時緊急避難場所の管理者の協力を得て、同避

難場所における避難所受け入れ体制を敷くこと。

（２）地元消防団との連携

町会は、地元消防団と連携して、避難準備にあたること。

（３）高齢者等の避難準備・避難開始の呼掛け

各区および町会は、高齢者や土砂災害警戒区域に居住する住民等に対

し、避難準備および避難開始を呼びかけること。

（４）避難行動要支援者等の避難支援

各区および町会は、避難行動要支援者およびふれあいコール対象者の

避難行動を支援すること。

（５）土砂災害関連情報や緊急避難場所開設情報の入手・伝達

各区および町会は、土砂災害関連情報や緊急避難場所開設情報をテレ

ビやラジオ、防災行政無線、ちちぶ安心・安全メール等により入手し、

適時関係者に伝達すること。

２
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２．住民が取るべき行動

（１）避難に関する自主判断

住民は、避難するか自宅の建物にとどまるか自主的に判断すること。

（２）市指定または町会指定の緊急避難場所等への避難

避難する場合は、市指定の緊急避難場所もしくは「土砂災害からの逃

げ地図」を活用して町会指定の大雨時緊急避難場所に向かうこと。

（３）自宅内のより安全な場所への避難

自宅にとどまる場合は、壁などから離れた場所等、より安全な場所に

避難すること。

（４）家族との連絡確認等の避難準備

住民は、家族との連絡確認や非常持ち出し物の用意等、避難を準備す

ること。

（５）土砂災害関連情報や緊急避難場所開設情報の入手

住民は自ら、土砂災害関連情報や緊急避難場所開設情報をテレビやラ

ジオ、防災行政無線、ちちぶ安心・安全メール等により入手すること。

Ⅲ 避難勧告および避難指示（緊急）発令時の行動

土砂災害警戒情報の発表に伴い、秩父市から避難勧告または避難指示（緊

急）情報が発令された時には、速やかに次の行動を開始すること。

１．各区および町会が取るべき行動

（１）地元消防団への避難行動に関する要請

町会は、地元消防団へ避難誘導、避難支援等を要請すること。

（２）土砂災害警戒区域住民等の避難行動の呼びかけ

各区および町会は、地元消防団の協力を得つつ、土砂災害警戒区域に

居住する住民らに対し、避難行動を呼びかけること。

３
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（３）避難行動要支援者等の避難支援

各区および町会は、土砂災害関連情報や緊急避難場所開設情報をテレ

ビやラジオ、防災行政無線、ちちぶ安心・安全メール等により入手し、

適時関係者に伝達すること。

（４）土砂災害関連情報や緊急避難場所開設情報の入手・伝達

各区および町会は、土砂災害関連情報や緊急避難場所開設情報をテレ

ビやラジオ、防災行政無線、ちちぶ安心・安全メール等により入手し、

適時関係者に伝達すること。

２．住民が取るべき行動

（１）避難に関する自主判断

住民は、避難するか自宅の建物にとどまるか自主的に判断すること。

（２）町会指定の緊急避難場所等、より安全な場所への避難

避難する場合は、近隣の住民同士と声を掛け合い、「土砂災害からの逃

げ地図」を活用して町会指定の大雨時緊急避難場所等、より安全な場所

に避難すること。

（３）自宅内のより安全な場所への避難

自宅にとどまる場合は、崖などから離れた場所等、より安全な場所に

避難すること。

（４）土砂災害関連情報や緊急避難場所開設情報の入手

住民は自ら、土砂災害関連情報や緊急避難場所開設情報をテレビやラ

ジオ、防災行政無線、ちちぶ安心・安全メール等により入手すること。

４






